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はじめに
　1998 年 12 月に特定非営利活動促進法（NPO
法）が日本で制定された。15 年ほど経過した今





























1  新潟大学教育人間科学学部紀要　第 6 巻　第 1 号 p96
2  NPO 基礎講座　p4　

























よれば今後の課題として『① NPO 法及び NPO 法
人の認知度向上② 法人としてのマネジメント能































5  宮城県平成 20 年 12 月実施　に「NPO 活動実態・意向調査」より引用
　http://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/7841.pdf

























































9  塚本一郎・山岸秀雄 2007、「ローカル・パートナーシップと中間支援組織―日英比較の視点から―」
   塚本・柳澤・山岸編著、p69-p91
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2．他セクターへの理解促進機能
支援センターの他セクターへの関わりによって、
NPO や市民活動に対する理解が促進されている。
　ヒアリングから他セクターの関わりは意外に
も、支援センターが積極的に関わろうとしている
ことが伺えた。企業の CSR の相談や行政の委員
会などに出席するなど関係性の構築として十分で
はない所もあるかもしれない。ただ現状として、
その関係性が大きく支援先の団体に影響している
というよりは、むしろ行政や企業の方に NPO や
市民活動などの理解が深まっていく方が強いと感
じた。深い理解が得られたとしても行政はジョブ
ローテーションがあるため、なかなか定着する
ということは難しい。しかし、NPO や市民活動
は非常に他分野の活動であることを考えれば、行
政のどの部署に行こうとその知識は生かせるもの
と考えられる。企業にとっても、CSR だけでなく
CSV などの新しい社会貢献が求められる時代とな
れば、NPO や市民活動の存在は無視できるもの
ではなくなる。他セクターの協働は近年注目され
てきた手法であることを考えると、段階的に今後、
支援先の団体に影響が及んでくると考える。他セ
クターとの窓口になることで相互理解が深まるこ
とは確実である。
3．団体間の交流・ハブとなること
交流事業によって、団体間の情報共有が進むこと
でなんらかの良い影響が支援先の団体にある
　ネットワークの提供や他団体と交流の場の提供
によって、支援先の団体が変化した・成長したと
いう回答が多く見られた。具体的な相談や研修事
業に重点を置いているかと思っていたが、団体交
流に力を入れているセンターが多く、意外であっ
た。支援先の団体からの要望もあり開始した交流
事業もあった。この交流を通して、自団体の限界
を知ることで、協働やただ前に活動を進めるので
なく広く活動が波及していく視点を支援先の団体
が得ているように感じた。また団体の個別の課題
や悩みに対して中間支援センターが他の団体を紹
介するケースもあり、団体間のハブになっている
ことも見えた。支援先の団体の多くは同じ地域に
同様の活動をしている団体があることや、どんな
活動をしている団体がいるのかということをあま
り知らない。そのため、支援を受けた団体からも、
交流に関しての言及が目立っていたと思われる。
4．情報支援の価値 
支援先の団体もセンターからの情報に一定の価値
を感じており、今後推進していくべき事業。
　支援センターのヒアリングと支援先団体へのヒ
アリングでも情報の提供は重要視されていた。特
に情報の鮮度に気を配りたいという意見もあっ
た。また支援先の団体は支援センターからの情報
の提供に一定の価値を感じていることが見えた。
中間支援センターの HP で各団体のイベントの告
知等での発信の支援の形もあった。それは十分、
支援センターの価値になる。ただし情報の質や提
供するタイミングを注意することが大切である。
団体の現在の段階にあった情報を提供する必要が
ある。自団体にとって有益な情報を提供してくれ
るという価値を中間支援センターは保持し、支援
先の団体をサポートしていくことが求められる。
5．支援先と支援センターの関係
支援先が中間支援センターを活動の場として重宝
している一方、支援先がセンターの運営に影響す
ることは少ない。
　支援先団体へのヒアリングから施設の設備に関
して無料で使えてよい、開館時間が長いので利用
しやすいなど場や施設に対して好印象の意見が多
い。これは中間支援センターを活動の場を提供す
る公共施設のように利用していると考えられる。
ソフト面の事業である相談事業や講座に対して支
援先の団体から言及することが少なかった。中
には支援先の団体に対してアンケート等の調査を
行っていないセンターもあった。行わない要因と
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しては、多くの中間支援センターが行政財源に
頼っているため、サービス提供先の支援先の団体
から財源を確保することは難しい構造にある。つ
まりエンドユーザーに提供できる価値が高いもの
でも、低いものでも施設の運営への影響は少ない。
6．利用している団体層
利用する団体はやはり高齢の団体が多い、若い世
代の利用を増やしたい意思は感じ取れたが、具体
的にどうするというところまでは至らないのが現
状
　現状として利用している団体は高齢者が主体の
団体が多いことが伺えた。若い世代の団体が増え
ない理由としては、中間支援センターの機能を必
ずしも必要としていないというわけではないが、
若い世代の団体の多くは高齢の世代の団体に比べ
て、自身のニーズは自身で解決する力を持ってい
ることからしても、利用は増やせない構図にあ
る。しかし一定数、若い世代の団体もあったが時
間的余裕のある主婦や、学生が主体のメンバーが
多かった。活動に充てる時間の確保ができること
が大切であると考える。
7．支援先の団体のニーズ
支援先の団体のニーズの変化についてあまり変化
を感じていないと回答するセンターが多い。
　設立からが長いセンターあったにもかかわらず
団体のニーズに対してデータがなく、感覚的な答
えになっていた。長年、団体のニーズが変化して
いないとは考えにくい。今後のニーズの変化で
は、行政や企業との協働や団体同士の連携をした
いというニーズが来るのではないかという回答が
多かった。支援先の団体へのヒアリングでも団体
同士の連携や他のステークスホルダーと一緒に活
動していきたいという意見もあったので、今後増
加するニーズと考えられる。このことからニーズ
の変化の予測はしているが、現実に中間支援セン
ターが変化を感じることができていないことを表
しているのではないかと感じた。
⑤中間支援センターの強み
1．限定された分野における効果的な支援
　支援先の団体も他団体との交流を望んでいるこ
と、また支援センターの情報に一定の価値を感じ
ていること、さらに団体の活動の場として非常に
好印象で使いやすい等の意見があったことが分か
る。中間支援センターの役割とは、支援センター
が情報の提供や他団体の交流の場、団体活動の場
の提供として機能しているときに、その存在意義
があることが伺えた。
2．他セクターへの働きかけは、市民セクターに　
大きな影響を及ぼす可能性がある。
　企業や行政に対してセンター自身が積極的に働
きかけていることは明らかになった。ヒアリング
調査では外部セクターへの働きかけに重点を置く
ことで、企業や行政に市民活動や NPO に対する
理解が深まり、継続して連携のプロジェクトが進
んでいるケースもあった。
　今後、市民セクターに大きな影響をもたらすに
は、企業や行政が市民活動を理解する事も必要で
あるが、同時に市民活動団体・NPO 自体も企業
や行政がどのような考え・システムになっている
のか理解することが大切になってくるといえるだ
ろう。そのためには、中間支援センター自体が、
企画や構想段階から多様なステークスホルダーを
巻き込み、お互いの限界への理解が公益的な活動
への影響をより強めていく必要があると考えられ
る。
⑥今後の方向性
　上記のように中間支援センターは一定の価値を
持っていることが分かる。特に他セクターである
企業や行政セクターに対して、NPO セクターの
理解促進の機能、団体の活動場所の提供、団体に
とって有益な情報の提供や他団体との交流の場と
して価値がある。これらの事業は推進するべきも
のであることがはっきりとした。
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　今後の目指すべき姿として団体の変化を実感し
ていないセンターもあるが、交流事業やネット
ワーク事業を通して支援先の団体の変化を感じて
いるセンターが多かった。しかし、回答からも運
営の相談、広報やマネジメント講座では支援先の
団体の変化を感じていないことがはっきりとし
た。経験が必要な業務であるにもかかわらず、コ
ンスタントな収入構造がないことで長期的雇用が
できないことによって専門性の存在が薄れること
が見えた。以上のことから、交流事業や、ネット
ワーク事業などの比較的専門性が必要としないも
のに関して、団体は評価している。一方、長期的
雇用が難しいことで、高度な知識や経験を必要と
する相談業務や講座などは効果的に実施できてい
ない可能性がある。この状況から分かることは、
高度な中間支援としての専門性というものが低く
ても、市民団体や NPO 法人を支援することがで
きるということである。つまり、中間支援という
ものは中間支援センターだけが実行可能というわ
けではない。一般市民にも実行可能なものである。
　現状の少ない資源で NPO や市民活動をより活
性化するためにまず、今ある事業や業務内容はお
互いの要素にどんな影響を及ぼしているのか、自
分たちを取り巻く環境は今どのような因果関係の
中にいるのか、どこにどの資源を投入するべき
か、他セクターにはどんな効果をもたらしている
のか、全体を俯瞰し大局的に見たうえでレバレッ
ジポイントを押さえて事業を進めていくべきであ
る。
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